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市議会議員の属性に関する調（令和6年7月集計）

※全市議会議員を対象とし、各市議会事務局から回答を得ている。

※割合は四捨五入しているため一致しない。

以下の項目（1～4）については、性別・年齢を非公表としている議員2名を除いて集計している。

１　議員の年齢構成

30歳未満 30～40歳未満 40～50歳未満 50～60歳未満 60～70歳未満 70～80歳未満 80歳以上

男性 14,747

(割合) 79.9%

女性 3,709

(割合) 20.1%

合計 18,456 129 1,017 2,879 4,493 6,010 3,644 284

(割合) 100% 0.7% 5.5% 15.6% 24.3% 32.6% 19.7% 1.5%

２　議員の在職年数

5年未満 5～10年未満 10～20年未満 20～30年未満 30～40年未満 40～50年未満 50年以上

男性 14,747 3,765 3,970 4,950 1,649 317 89 7

女性 3,709 1,419 1,063 859 315 47 6 0

合計 18,456 5,184 5,033 5,809 1,964 364 95 7

(割合) 100% 28.1% 27.3% 31.5% 10.6% 2.0% 0.5% 0.0%

性別 議員数
年　　齢　　構　　成 平均年齢

（非公表の議
員を除く）

総議員数：18,458人

2,204 3,430 4,763

57.1

全国市議会議長会総務部

59.2

性別 議員数
在　職　年　数（市議会議員としての在職年数）

3,198 264 59.8

29 229 675 1,063 1,247 446 20

100 788

［資料１９］市議会議員の属性に関する調（令和6年7月集計）出典：
全国市議会議長会



３　議員の兼業の状況 （総務省「日本標準産業分類」（令和5年7月改定）（令和6年4月1日施行）を基に調査）

議員専業 農業･林業 卸売･小売業 建設業 製造業
学術研究､専門･
技術サービス業 医療・福祉 不動産･物品賃貸業

男性 6,236 1,653 857 676 565 403 451 341

女性 2,436 56 81 28 24 68 145 25

合計 8,672 1,709 938 704 589 471 596 366

(割合) 47.0% 9.3% 5.1% 3.8% 3.2% 2.6% 3.2% 2.0%

宿泊･飲食
サービス業

教育、学習支援業 金融･保険業
電気･ガス･

熱供給･水道業
生活関連サービ

ス･娯楽業
運輸･郵便業 情報通信業 漁業 複合サービス業

323 239 159 156 181 130 113 64 44

66 89 10 7 56 7 17 2 6

389 328 169 163 237 137 130 66 50

2.1% 1.8% 0.9% 0.9% 1.3% 0.7% 0.7% 0.4% 0.3%

鉱業･採石･
砂利採取業

サービス業
（他に分類されないもの）

その他
（不明※含む）

14 724 1,418

0 176 410

14 900 1,828

0.1% 4.9% 9.9%

※不明には、各市議会事務局で兼業している職業を把握していない場合や議員専業か兼業か自体を把握していない場合などが含まれる。



４　議員の所属党派

男性 8,703 2,213 1,474 862 469 286 122 76 54 28 1

女性 1,404 255 732 670 218 82 27 34 21 19 1

合計 10,107 2,468 2,206 1,532 687 368 149 110 75 47 2

(割合) 54.8% 13.4% 12.0% 8.3% 3.7% 2.0% 0.8% 0.6% 0.4% 0.3% 0.0%

0 459

0 246

0 705

0.0% 3.8%

５　市議会事務局職員数

5万未満 5～10万未満 10～20万未満 20～30万未満 30～40万未満 40～50万未満 50万以上 指定都市

市数 815 302 234 147 48 31 19 14 20

職員数 6,480 1,353 1,408 1,283 637 507 341 281 670

平均

職員数
17.9 20.1 33.5

※臨時･非常勤職員を除く。

8.0 4.5 6.0 8.7 13.3 16.4

教育無償化を
実現する会 その他

※その他には、党派不明が含まれる。

全国
人　　　　　　　　口

性別

党派別内訳

無所属 自由民主党 公明党 日本共産党 立憲民主党 日本維新の会 国民民主党 参政党 社会民主党 れいわ新選組 みんなでつくる党
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都道府県議会議員 市区議会議員 町村議会議員

地方議会議員の概況①（職業別）

出典：全国都道府県議会議長会「全国都道府県議会議員職業別調」（令和3年7月1日現在）
全国市議会議長会「市議会議員の属性に関する調」（令和3年7月1日現在）
全国町村議会議長会「第67回町村議会実態調査の概要」（令和3年7月1日現在）

注：都道府県のうち、福島県、群馬県、東京都、神奈川県、愛知県、大阪府、兵庫県、
和歌山県、高知県、大分県は除かれている。

［資料２０］地方議会議員の概況［出展・総務省］



地方議会議員の概況②（性別、年齢別）

○ 男女の比率

○ 年齢別の状況

出典：総務省「地方公共団体の議会の議員及び長の所属党派別人員調」（令和3年12月31日現在）

出典：全国都道府県議会議長会「第14回都道府県議会提要」（令和元年7月1日現在）

全国市議会議長会「市議会議員の属性に関する調」（令和3年7月1日現在）
全国町村議会議長会「第67回町村議会実態調査結果の概要」（令和3年7月1日現在）
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町村議会議員

市議会議員

都道府県議会議員

30歳未満

30歳以上

40歳未満

40歳以上

50歳未満

50歳以上

60歳未満

60歳以上

70歳未満

70歳以上

80歳未満

80歳以上

市区議会議員

町村議会議員

市区議会議員市区議会議員市区議会議員市区議会議員

都道府県議会議員

88.3%

82.5%

88.2%

11.7%

17.5%

11.8%

0% 10% 20% 30% 40% 50% 60% 70% 80% 90% 100%

町村議会議員

市区議会議員

都道府県議会議員

男性

女性

注：小数点第２位以下四捨五入のため、割合の合計が
100%とならない場合がある。



地方議会議員の概況③（女性議員の割合の推移）

（各年12月31日現在）出所：総務省「地方公共団体の議会の議員及び長の所属党派別人員調」等より作成
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市議会議員の属性に関する調（県南地区） ［資料２１］県南地区市議会議員の属性に関する調査結果一覧

合計

市町村名 人口 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女 男 女

大牟田市 102,712 1 3 1 5 3 7 2 1 23

久留米市 293,258 4 7 1 8 1 6 4 5 36

柳川 60,222 1 3 4 1 5 4 1 19

八女 58,225 2 1 1 8 1 9 22

筑後 48,196 1 1 1 1 8 1 3 1 17

大川 30,380 2 1 4 4 1 1 13

小郡 57,704 4 3 6 1 4 18

朝倉 48,534 2 10 1 3 2 18

みやま 33,589 1 3 1 3 1 5 1 1 16

うきは 26,723 1 4 8 13

0 0 8 0 16 3 29 13 61 11 46 4 4 0 195

男女別 0.0% 0.0% 4.1% 0.0% 8.2% 1.5% 14.9% 6.7% 31.3% 5.6% 23.6% 2.1% 2.1% 0.0%

男女計

2025/7/1時点の年齢（久留米市については、令和７年6月16日時点の名簿資料からの抜粋）

21.5% 36.9% 25.6% 2.1%
県南割合

県南合計

0.0% 4.1% 9.7%

30歳未満 80歳以上30～40歳未満  40～50歳未満 50～60歳未満 60～70歳未満 70～80歳未満



（出典）うきは市成果表より

［資料２２］特別職報酬に係る構成に係る資料（うきは市・柳
川市・筑紫野市）



（出典）うきは市成果表より



（３）性質別 （単位：千円、％）

増 減 額 増 減 率
決 算 額 構成比 決 算 額 構成比 Ａ－Ｂ C/B*100

Ａ Ｂ Ｃ

1 4,740,662 14.2 4,668,644 13.9 72,018 1.5

2 4,308,429 12.9 4,545,628 13.5 △ 237,199 △ 5.2

3 122,959 0.4 134,526 0.4 △ 11,567 △ 8.6

4 8,081,965 24.2 8,264,357 24.6 △ 182,392 △ 2.2

5 4,305,606 12.9 3,671,376 10.9 634,230 17.3

6 3,257,898 9.7 3,206,831 9.5 51,067 1.6

7 1,100,580 3.3 1,525,815 4.5 △ 425,235 △ 27.9

8 412,927 1.2 504,441 1.5 △ 91,514 △ 18.1

9 3,147,290 9.4 3,138,919 9.3 8,371 0.3

10 投資的経費 3,969,414 11.9 4,001,933 11.9 △ 32,519 △ 0.8

うち人件費 61,507 0.2 57,239 0.2 4,268 7.5

(1) 普通建設事業費 3,893,122 11.6 3,873,145 11.5 19,977 0.5

① 補助事業費 1,979,895 5.9 1,775,762 5.3 204,133 11.5

② 単独事業費 1,687,606 5.0 1,697,525 5.0 △ 9,919 △ 0.6

③ 県営事業負担金 225,621 0.7 399,858 1.2 △ 174,237 △ 43.6

④ 同級他団体施行事業負担金 0 0.0 0 0.0 0 0.0

(2) 災害復旧事業費 76,292 0.2 128,788 0.4 △ 52,496 △ 40.8

33,447,730 100.0 33,662,470 100.0 △ 214,740 △ 0.6

説　明
1 人件費

報酬、給料、職員手当、共済費、退職手当等の人件費です。

2 物件費
旅費、需用費、役務費、備品購入費、委託料等にかかる経費です。

3 維持補修費
道路やクリーク、各種施設等公共用又は公用施設を維持補修するための経費です。

4 扶助費
生活保護、障がい者福祉、高齢者福祉等社会保障のための経費です。

5 補助費等
報償費や負担金、補助金等にかかる支出で、一部事務組合負担金が主なものです。

6 公債費
地方債の発行による元金の償還及び利子の支払いに要する経費です。

7 積立金
基金への積立金です。

8 投資・出資・貸付金
福岡県南水道企業団に対する出資、中小企業者等経営安定資金融資預託金等が主なものです。

9 繰出金
一般会計と特別会計間の予算の相互充用のために支出される経費です。
決算額は国民健康保険特別会計、後期高齢者医療特別会計に対する繰出金と
介護保険広域連合、後期高齢者医療広域連合への負担金です。

道路、橋りょう、学校などの建設や100万円以上の備品購入に係る経費です。
国からの補助などを受けて行なう補助事業費、県からの補助を受けて又は独自に行なう単独事業費、
県が行なう事業の一部を負担する県営事業負担金等に分類されます。

災害によって被害を受けた施設などを原形に復旧するための経費です。

人件費

物件費

維持補修費

扶助費

令 和 ５ 年 度 令 和 ４ 年 度

10-2災害復旧事業費

10-1普通建設事業費

繰出金

合　　　　計

補助費等

公債費

積立金

投資・出資・貸付金

※各数値は地方財政状況調査（決算統計）のルールにより、普通会計（一般会計、公共用地先行取得等特
別会計）を対象とする。また、端数処理の関係で各科目の構成比合計が100％にならない場合がある。
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出典：令和５年度柳川市一般会計等決算資
料



◎総括 （単位：千円、％）
比     較

決算総額(Ａ) 構成比 構成比 (Ａ)－(Ｂ) 伸び率
歳　出　総　額 33,447,730 100.0 100.0 △ 214,740 △ 0.6

内人件費 ※注）１ 4,802,169 14.4 14.0 76,286 1.6

(1) 議　員 （単位：千円、％）
令和５年度 備     考

報    酬 89,512
期末手当 29,166
共 済 費 28,010

合     計 146,688

(2) 長等（市長、副市長、教育長）　 （単位：千円、％）
令和５年度 備     考

給    料 27,660
職員手当 17,311

期末手当 9,013
退職手当組合負担金 8,298

共 済 費 4,791
合     計 49,762

(3) 職員給（会計年度任用職員以外） （単位：千円、％）
令和５年度 備     考

給    料 1,821,933 うち再任用(31人分) 84,365千円

職員手当 1,293,419 うち再任用 21,157千円

扶養手当 71,895
地域手当 1,377
管理職手当 33,773 うち再任用 443千円

時間外勤務手当 104,878 うち再任用 1,422千円

特殊勤務手当 1,770
休日勤務手当 29,159 うち再任用 34千円

夜間勤務手当 4,200
通勤手当 19,693 うち再任用 1,084千円

住居手当 30,796
単身赴任手当 912
期末勤勉手当 737,333 うち再任用 18,174千円

退職手当組合負担金 257,578
管理職員特別勤務手当 55

共 済 費 594,672 うち再任用 18,592千円

合     計 3,710,024 うち再任用 124,114千円

(4) 職員給（会計年度任用職員） （単位：千円、％）
令和５年度 備     考

報酬 572,132
期末手当 66,682
共済費 112,481

合     計 751,295

(5) その他 （単位：千円、％）
令和５年度 備     考

報    酬 110,619

災害補償費 6,791
11,435

そ の 他 15,555
合     計 144,400

　　　支弁人件費（Ｒ５：61,507千円、Ｒ４：57,239千円）を加えたものである。
　　２．職員共済会負担金については、福岡県市町村福祉協会負担金（R5：6,075千円

      、R4：6,078千円）を含む。

６　人件費の状況

区    分
令 和 ５ 年 度 令 和 ４ 年 度

決算総額(Ｂ)
33,662,470
4,725,883

区　　　　分 令和４年度 増   減
94,535 △ 5,023
25,672 3,494
31,646 △ 3,636

151,853 △ 5,165

区　　　　分 令和４年度 増   減
27,429 231
16,781 530
8,483 530
8,298 0
5,073 △ 282

49,283 479

区　　　　分 令和４年度 増   減
1,803,871 18,062
1,266,297 27,122
74,677 △ 2,782
930 447

31,462 2,311
111,117 △ 6,239
4,201 △ 2,431
28,877 282
4,119 81
19,158 535
31,216 △ 420

皆増
694,149 43,184
266,125 △ 8,547

266 △ 211
583,806 10,866

3,653,974 56,050

区　　　　分 令和４年度 増   減
559,907 12,225

行政・審議会委員等

60,804 5,878
101,559 10,922
722,270 29,025

△ 84

区　　　　分 令和４年度 増   減

114,685 △ 4,066

消防団員退職報償費等

148,503 △ 4,103
注）１．上記人件費については、地方財政状況調査（決算統計）による人件費に事業費

6,738 53
職員共済会負担金※注）２ 11,441 △ 6

15,639
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出典：令和５年度柳川市一般会計等決算資
料
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出典：令和５年度筑紫野市一般会計等決算資
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